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110－令和６年度森林及び林業の動向 

(林業労働力の確保) 
林業生産活動を継続させていくためには、施業を担う林

業従事者の育成・確保が必要である。また、林業労働力の
確保は、山村の活性化の観点からも重要である。林業労働
力の確保のためには、継続して新規就業者を確保するとと
もに、人材育成や労働環境の改善などを通じて定着率を高
めていくことが重要である。 

林野庁では、森林・林業基本計画(令和３(2021)年６月閣
議決定)を踏まえ、「グリーン成⾧」の実現に向けた木材生産や再造林･保育を担う林業労
働力の確保を促進するため、「林業労働力の確保の促進に関する基本方針」を令和４
(2022)年に変更し、林業従事者が生きがいを持って働ける魅力ある林業の実現に向けた取
組を推進していくこととしている。 

林業労働力の確保に向けては、林業に関心のある都市部の若者等が就業相談等を行うイ
ベントの開催や、就業希望者の現地訪問の実施及び林業への適性を見極めるためのトライ
アル雇用の実施への支援のほか、林業経営体に就業した幅広い世代に対して、林業に必要
な基本的な知識や技術・技能の習得等の支援を行う「緑の雇用」事業により新規就業者の
確保・育成を図っている。

令和５(2023)年度は同事業を活用し778人が新規に就業しており(資料Ⅱ－16)、同事業
を活用した令和３(2021)年度の新規就業者の３年後(令和５(2023)年度末)の定着率は
69.9％となっている。林野庁は、「緑の雇用」事業による新規就業者を毎年度1,200人、
就業３年後の定着率を令和７(2025)年度までに80％とすることを目標としている。 

「緑の雇用」事業と林業労働
力の確保・育成について 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/routai
/koyou/index.html 

資資料料ⅡⅡ－－1155  年齢階層別の林業従事者数の推移 

資料：総務省「国勢調査」 
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また、林野庁では、季節ご
と に 作 業 量 が 変 動 す る 農 業
や、機械の操作などで共通点
の多い建設業等の他産業との
連携、施業適期の異なる他地
域との連携による労働力確保
の取組を支援している(事例Ⅱ
－２)。 

その他、林業分野における
障 害 者 雇 用 の 促 進 を 図 る た
め、造林作業や山林種苗生産
などの分野で、地方公共団体
による林福連携の動きがみら
れる。 

資資料料ⅡⅡ－－1166  新規就業者数(現場技能者として林業経営
体へ新規に就業した者の集計値)の推移 

注：「緑の雇用」は、「緑の雇用」新規就業者育成推進事業等による１年
目の研修を修了した者を集計した値。 

資料：林野庁ホームページ「林業労働力の動向」 
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市のつくばね森林組合は、冬期の積雪によって作業ができない富山県富山市
の立山山麓森林組合との地域間連携に取り組んでいる。 

作業員不足等の課題を抱えていたつくばね森林組合は、冬期間における雇用先を求める
問合せをきっかけとして、立山山麓森林組合からの作業員の受入れを開始した。受入れに
当たっては、10月につくばね森林組合が調査した山を案内し、期間や人数を決定した上
で、冬期の３～４か月間程度、搬出間伐等を主な業務として請負契約を締結している。 

これにより作業員不足の解消だけでなく、連携先の立山山麓森林組合から搬出間伐のノ
ウハウを取り入れることが可能となり、事業の拡大、施業の効率化にもつながっている。
令和６(2024)年度は、作業員２名を受け入れ、約20haの搬出間伐を行った。

このような地域間連携は、冬の積雪によって作業ができない林業経営体の通年雇用を可
能とするだけでなく、受入れ側の労働力の確保や技術の向上にも貢献している。 

事例Ⅱ－２ 通年雇用や林業労働力確保を可能とする地域間連携 

受入作業員による造材作業 受入作業員による刈払い作業 
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